
奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援補助金交付要綱 
 
 （趣旨） 
第１条 知事は、魅力ある地域づくりや地域課題の解決を推進し、さらなる地域振興
を図るため、市町村等が、大学等教育・研究機関及び法人・その他の団体と相互に
連携して取り組む地域振興のための事業に要する経費について、予算の範囲内にお
いて補助金を交付するものとし、その交付に関しては、奈良県補助金等交付規則（
平成８年６月奈良県規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ
の要綱に定めるところによる。 

 
 （定義） 
第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定め
るところによる。 
(1) 市町村等 市町村、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項 
の一部事務組合若しくは広域連合又は複数の市町村で構成する団体をいう。 

(2) 大学等教育・研究機関 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する高 
等専門学校、短期大学、大学又は大学院をいう。 

(3) 法人・その他の団体 法人格を有する民間事業者、市町村等と民間事業者で組 
織する団体又は知事が認める団体をいう。 

 
  （補助対象事業者） 
第３条 補助金の交付の対象となる者は、市町村等、大学等教育・研究機関及び法人
・その他の団体とする。 

 
  （補助対象事業） 
第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、地域
の多様な資源を活かしつつ、次のいずれかの実施主体による地域課題解決のための
新たな調査・研究又は創意あふれる活動により地域の振興に資する事業のうちソフ
ト事業とする。 
(1) 市町村等並びに大学等教育・研究機関及び法人・その他の団体 
(2) 市町村等及び大学等教育・研究機関又は法人・その他の団体 

２ 次に掲げる事業は補助対象としない。 
(1) 市町村における公営企業が行う事業のほか、独立採算を原則としている事業 
(2) 次条に定める補助下限額に満たない事業 

  
（補助対象事業費及び補助率、補助限度額並びに補助下限額） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業費（消費税及び地方消費税の額を除く。以下
「補助対象事業費」という。）及び補助率、補助限度額並びに補助下限額は、次の
とおりとする。なお、補助金の額に千円未満の端数があるときは、当該端数金額を
切り捨てた額とする。 
補助対象事業費 
 
右記①、②のう
ち知事が適当と
認めるもの 

① 報償費、旅費、需用費（食糧費を除く。）、役務
費、委託料、使用料、賃借料及び原材料費 

② 負担金（市町村が共同で実施主体となって実施する
事業で、その費用を負担するもの）、補助金及び交
付金 

② の使途については、①の項目に限るものとする。 
なお、次に掲げる経費は補助対象としない。 
・事業に係る市町村等の職員の人件費 
・市町村等を除く補助対象事業者の構成員に対する人件
 費 
・一般管理費 



補助率  
補助対象事業の実施地域 補助率 
奈良県美しい南部・東部地域を県と市町
村が協働して振興を図る条例（令和４年
４月１日施行）第２条第２号に規定する
南部・東部市町村を含む 

１／２以内 
 

その他の地域 １／３以内 
 

補助限度額 10,000千円 
ただし、同一事業計画は最長３年間とし、３年間の補助
限度額の総額は 20,000千円とする。 

補助下限額 補助対象事業ごとに 500千円 
２ 国、県等他の補助金のほか、当該事業の実施を条件として収入される収益、分担
金、指定寄付金は補助対象事業費から除く。 

 
（補助対象事業の実施期間） 

第６条 補助対象事業の実施期間は、補助金の交付決定を受けた日の属する年度の３
月末日までとする。 

 
 （補助対象事業の採択） 
第７条 市町村等は、その他の補助対象事業者と協議の上、奈良県産官学連携による
魅力ある地域づくり支援事業協働計画書（第１号様式）に次の書類を添えて知事に
提出しなければならない。 

 (1) 事業連携先の概要（第２号様式） 
 (2) 収支予算書（本補助金の交付を受けようとする補助対象事業者が市町村等にあ

っては第３－１号様式、大学等教育・研究機関、法人・その他団体にあっては第
３－２号様式） 

 (3) その他知事が必要と認める書類 
２ 知事は、前項の事業協働計画書が提出されたときは、別に定める奈良県産官学連
携による魅力ある地域づくり支援事業審査要領に基づき審査し、事業協働計画書の
提出があった年度の事業の採択を決定する。また必要な場合は条件を付すことがで
きるものとする。 

  
  （補助金の交付の申請） 
第８条 前条第２項の採択を受けた事業を実施し、本補助金の交付を受けようとする
補助対象事業者（以下「申請者」という。）は、奈良県産官学連携による魅力ある
地域づくり支援補助金交付申請書（第４号様式）に次に掲げる書類を添えて、知事
に提出しなければならない。この場合において、申請者が市町村等以外のときは、
前条第１項の規定による提出を行った市町村において審査し、書類に不備がないこ
とを確認の上、提出しなければならない。 

  なお、前条第１項の規定によるものと変更がない場合は、添付を省略することが
できるものとする。 

 (1) 奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業協働計画書（第１号様 
式） 

 (2) 事業連携先の概要（第２号様式） 
(3) 収支予算書（申請者が市町村等にあっては第３－１号様式、大学等教育・研究
機関、法人・その他団体にあっては第３－２号様式） 

 (4) その他知事が必要と認める書類 
 
  （補助金の交付の決定） 
第９条 知事は、前条の規定による申請書等の提出があった場合において適当と認め
るときは、補助金の交付を決定し、当該申請者に対し、第７条第１項の規定による
提出を行った市町村等を経由して通知するものとする。 

２ 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認める場合には、必要
な条件を付けるものとする。 



３ 市町村等の長が、その他の申請者に対して補助金の交付を決定する場合において
は、前項の条件を条件として付けなければならない。 

 
 （申請の取下げ） 
第１０条 前条第１項の規定による決定を受けた申請者（以下「補助事業者」とい
う。）は、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、同項の規定による交
付の決定の通知を受けた日から３０日以内にその旨を記載した書面を、第７条第１
項の規定による提出を行った市町村等を経由して知事に提出しなければならない。 

 
 （変更等の承認の申請） 
第１１条 補助事業者は、規則第５条第１項第１号の承認を受けようとするときは、
第７条第１項の規定による提出を行った市町村等を経由して、奈良県産官学連携に
よる魅力ある地域づくり支援事業計画変更承認申請書（第５号様式）に次に掲げる
書類を添えて、知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な
変更については、この限りではない。 

 (1) 奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業協働計画書（第１号様 
式） 

 (2) 事業連携先の概要（第２号様式） 
(3) 変更の概要がわかる書類 

 (4) その他知事が必要と認める書類 
２ 規則第５条第１項第１号の知事が定める軽微な変更は、収支予算書の区分欄に配
分された経費のうち、補助対象事業費の２０パーセント以下の増減とする（補助金
の額に変更のないものに限る。）。 

３ 補助事業者は、事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、第７
条第１項の規定による提出を行った市町村等を経由して、奈良県産官学連携による
魅力ある地域づくり支援事業中止（廃止）承認申請書（第６号様式）を知事に提出
しなければならない。 

 
（補助金の概算払） 
第１２条 知事は、補助金の交付を決定した場合において、必要があると認めるとき
は、予算の範囲内で補助金の概算払をすることができる。 

２ 前項の規定により補助金の概算払を受けようとする補助事業者は、第７条第１項
の規定による提出を行った市町村等を経由して、奈良県産官学連携による魅力ある
地域づくり支援補助金概算払請求書（第７号様式）を知事に提出しなければならな
い。 

 
（指示及び検査） 
第１３条 知事は、補助事業者に対し、必要な指示をし、又は書類、帳簿等の検査を
行うことができる。 

 
（状況報告） 
第１４条 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対
象事業の遂行が困難となった場合は、第７条第１項の規定による提出を行った市町
村等を経由して、速やかに知事に報告しなければならない。 

 
（実績報告） 
第１５条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、第７条第１項の規定によ
る提出を行った市町村等を経由して、奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり
支援事業実績報告書（第８号様式）に、次に掲げる書類を添えて、当該補助事業の
完了の日から起算して３０日を経過した日又は交付決定を受けた日の属する会計年
度の末日いずれか早い日までに、知事に報告しなければならない。 

 (1) 奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業協働実績書（第９号様
式） 

 (2) 収支精算書（補助事業者が市町村等にあっては第１０－１号様式、大学等研究
・教育機関、法人・その他団体にあっては第１０－２号様式） 



 (3) 補助対象事業費明細書（第１１号様式） 
 (4) その他知事が必要と認める書類 
２ 補助事業者は、第１項の実績報告を行うに当たって、本補助金に係る消費税等仕
入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなけ
ればならない。 

 
 （補助金の確定及び交付） 
第１６条 知事は、前条の規定による報告を受けた場合において、適当と認めたとき
は、補助金の額を確定し、第７条第１項の規定による提出を行った市町村等を経由
して補助事業者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受けようとすると
きは、第７条第１項の規定による提出を行った市町村等を経由して、奈良県産官学
連携による魅力ある地域づくり支援補助金請求書（第１２号様式）を知事に提出し
なければならない。 

３ 知事は、前項の規定による請求を受けたときは、第１２条第１項の規定により概
算払をした金額がある場合にはこれを精算し、補助金を交付するものとする。 

４ 知事は、前項の規定による精算により返還が適当と認める額が生じたときは、当
該金額の補助金の返還を当該補助事業者に対し請求するものとする。 

 
 （交付決定の取消し等） 
第１７条 知事は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき
は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
(1) 第９条第２項又は第３項の規定により知事が付けた条件に違反したとき。 
(2) 第１１条の規定に違反したとき。 
(3) 第１３条の規定による知事の指示に従わなかったとき又は検査を拒み、忌避 
し、若しくは妨げたとき。 

(4) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
２ 前項の規定により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合にあっ
ては、知事は、当該取消しに係る部分に関し既に交付した補助金の返還を命ずるも
のとする。 

 
 （補助金の経理等） 
第１８条 補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠
書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終
了後５年間保存しなければならない。 

 
  （その他） 
第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 
 ただし、特殊事情の対応等、知事が必要と認める場合は補助率等の変更について別
に定める。 

 
附 則 

 この要綱は、令和６年４月２６日から施行する。 
附 則 

 この要綱は、令和６年５月１７日から施行する。 

 


